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一般社団法人 北海道町内会連合会特定個人情報取扱規程 

平成２９年５月２４日制定 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人北海道町内会連合会（以下「本会」という。）が行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）に規定する

個人番号及び特定個人情報の適正な取り扱いを確保するために必要な事項を定めることを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「個人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを変換して得

られる番号であって、当該個人住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定

されるものをいう。 

（２）「特定個人情報」とは、個人番号をその内容に含む個人情報をいう。 

（３）「特定個人情報等」とは、個人番号及び特定個人情報をいう。 

（４）「個人情報ファイル」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、特定の個人情報について

電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもののほか、特定の個人情報を

容易に検索することができるように体系的に構成したものをいう。 

（５）「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。 

（６）「個人番号関係事務」とは、番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に関して行わ

れる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

（７）「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の全

部又は一部の委託を受けた者をいう。 

（８）「従業者」とは、本会の指揮命令を受けて本会の業務に従事する者をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この規程は、次の各号に掲げる者に適用する。 

（１）従業者 

（２）従業者の配偶者（国民年金第３号被保険者に限る。） 

（３）「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」の対象者 

（４）委託先 

２ この規程は、本会が取り扱う特定個人情報等を対象とする。 

（個人情報保護規程との関係） 

第４条 この規程と本会個人情報保護規程及び関連する本会規程の定めが異なる場合は、この規程で

定める規程が適用される。 

（個人番号を取り扱う事務の範囲） 

第５条 本会が個人番号を取り扱う事務の範囲は次のとおりとする。 

（１）従業者に係る事務 
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① 雇用保険届出事務 

② 健康保険、厚生年金保険届出事務 

③ 給与所得、退職所得の源泉徴収票作成事務 

（２）従業者の配偶者に係る事務 

① 国民年金第３号被保険者に関する届出事務 

（３）前各号以外の個人に関する事務 

① 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書作成事務 

（特定個人情報等の範囲） 

第６条 前条の事務において使用される特定個人情報は次のとおりとする。 

（１）前条各号に規定する個人から、番号法第 16 条に基づく本人確認の措置を実施する際に提示を

受けた本人確認書類（個人番号カード、通知カード及び身元確認書類等）及びこれらの写し 

（２）本会が行政機関等に提出するために作成した届出書類及びこれらの控え 

（３）本会が法定調書を作成する上で前条各号に規定する個人から受領する個人番号が記載された 

 申告書等 

（４）その他個人番号と関連付けて保存される情報（電子データを含む。） 

２ 前項各号に該当するか否かが定かでない場合は、次条に定める管理責任者が判断する。 

第２章 組織体制 

（特定個人情報管理責任者） 

第７条 本会が取得、管理、利用等をする特定個人情報等の適正な取り扱いを図るため、特定個人情

報管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。管理責任者は、事務局長とする。 

２ 管理責任者は、次に掲げる事項その他本会における特定個人情報等に関する総括的な管理を行う。 

（１）特定個人情報等が適正に取扱われるよう、適切な措置を講ずるとともに、従事者に対し指導す

ること。 

（２）次条に定める取扱担当者に対する指導、監督を行うこと。 

（３）特定個人情報等の提供、開示、廃棄、委託の承認等を行うこと。 

（４）特定個人情報等の管理及び取扱状況を把握すること。 

（５）委託先における特定個人情報等の取扱状況等を監督すること。 

（６）特定個人情報等の取り扱いに関し、本人又は第三者から苦情の申し出がなされた場合、又は特

定個人情報等の漏えい事故等の発生若しくは兆候を把握した場合には、必要な対応を図ること。 

（７）その他特定個人情報等の管理及び取り扱いに関し生じた事案に対応すること。 

（８）特定個人情報等の漏えい、滅失、毀損による事故（以下「漏えい事故等」という。）が発生し

た場合又はそのおそれが生じる場合は、法令等に従い適切に対処すること。 

（特定個人情報取扱担当者） 

第８条 本会が保有する特定個人情報等を取り扱う特定個人情報取扱担当者（以下「取扱担当者」と

いう。）を置く。取扱担当者は、事務局職員とする。 

２ 取扱担当者は、次に掲げる事務を行う。 

（１）特定個人情報等に関し、この規程に定める事務を処理すること。 

（２）特定個人情報等の取り扱いに関し、本人又は第三者から苦情の申し出がなされた場合、又は特

定個人情報等の情報漏えい等の発生若しくは兆候を把握した場合には、管理責任者に報告するこ
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と。 

第３章 特定個人情報等の取得、管理、利用、提供等 

（特定個人情報等の取得） 

第９条 本会は、第５条に定める事務を処理するために必要があるときは、本人又は他の個人番号関

係事務実施者に対して、個人番号の提供を求めることができる。また、本人との法律関係等に基づ

き、第５条に定める事務の発生が予想される場合には、契約を締結した時点等の当該事務の発生が

予想できた時点で個人番号の提供を求めることができる。 

２ 前項により個人番号の提供を受けるときは、法令等に基づく本人確認及び個人番号の真正性の確

認を行うものとする。 

（個人番号の管理） 

第 10条 個人番号は、提供を受けた、「個人番号（マイナンバー）連絡票」により、取扱担当者が内

容を確認し、管理責任者が正確かつ最新の状態で管理する。 

（特定個人情報の利用及び提供） 

第 11条 本会が利用する特定個人情報等の利用及び提供は、第５条に定める事務の範囲内とする。 

２ 取扱担当者が個人番号を閲覧するときは、「個人番号運用状況記録簿」及び「個人番号使用管理

簿」に必要事項を記録しなければならない。 

（特定個人情報等の保管等） 

第 12 条 特定個人情報等を記録した書類は、施錠可能な書庫等において保管し、記録した電子媒体

は、パスワードによる保護を行い管理する。 

２ 特定個人情報等を外部に持ち出す場合には、次に掲げる方法による。 

（１）特定個人情報等を含む書類を持ち出すときは、第三者に閲覧されないよう封筒を入れる等の措

置を講ずること。 

（２）特定個人情報等を含む書類を郵送等により発送するときは、簡易書留等の追跡可能な移送手段

を利用すること。 

（３）特定個人情報等が記録された電子媒体を安全に持ち出す方法 

 ① 持出しデータのパスワードによる保護 

② 追跡可能な移送手段の利用 

（特定個人情報等の保管制限） 

第 13条 本会は、第５条に掲げる事務の範囲を超えて、特定個人情報等を保管してはならない。 

２ 本会は、所管法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間は、雇

用保険資格取得届作成等の個人番号関係事務を行うために必要があると認められるため、当該書類

だけでなく、届出書類を作成するシステム内においても保管することができる。 

３ 本会は、番号法上の本人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人確認書類（個人番号カード、

通知カード及び身元確認書類等）の写し、本会が行政機関等に提出する申告書の控え及び当該申告

書を作成する上で事業者が受領する個人番号が記載された申告書等を特定個人情報等として保管

するものとする。 

４ 前項の書類については、法定調書の再作成を行うなど個人番号関係事務の一環として利用する必

要があると認められるため、関連する所管法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間

を経過するまでの間保存することができるものとする。 
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（特定個人情報等の廃棄） 

第 14 条 本会は、特定個人情報等を記録した特定個人情報ファイル及び書類等について、法令等に

基づく保存期間等を経過した場合には、当該ファイル及び書類等を速やかに削除又は廃棄する。 

（特定個人情報等の記録） 

第 15 条 特定個人情報等を記録した特定個人情報ファイル又は書類等を取得、追加、廃棄等を行っ

た場合は、の「個人番号運用状況記録簿」に記録するものとする。 

第４章 特定個人情報等の開示、訂正、追加、削除等 

（特定個人情報等の開示等） 

第 16 条 本人から、当該本人に係る本会で保有する特定個人情報等について、その開示（当該本人

が識別される個人情報を保有していないときにその旨を知らせることを含む。以下同じ。）の申し

出があったときは、身分証明書等により本人であることを確認の上、開示するものとする。ただし、

開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことが

できる。 

（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあるとき 

（２）本会の事業の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがあるとき 

（３）他の法令に違反することとなるとき 

２ 前項の開示又は不開示の決定の通知は、本人に対し書面により遅滞なく行わなければならない。 

（保有特定個人情報等の訂正、追加、削除、利用停止等） 

第 17 条 前条の開示を受けた者から、書面により開示に係る特定個人情報等の訂正、追加、削除又

は利用停止（以下「訂正等」という。）の申し出があったときは、調査の上、必要な処理を行わな

ければならない。 

２ 前項に係る訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、当該本人に対し、

遅滞なくその旨（訂正等を行った場合は、その内容を含む。）を通知するものとする。訂正等を行

わない場合又は当該本人の申し出と異なる措置をとる場合は、その判断の根拠及びその根拠となる

事実を示し、その理由を説明することとする。 

第５章 委託先の監督 

（委託先の監督） 

第 18 条 本会は、特定個人情報等に関するこの規程に定める事務の全部又は一部の委託をする場合

は、本会自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が委託先において適切に講じられるよう、次

に掲げる事項を含む必要かつ適切な監督を行うものとする。 

（１）委託先に安全管理措置を遵守させるために必要な契約の締結、又は覚書の取り交わし 

（２）委託先における特定個人情報等の取り扱い状況の把握 

（再委託） 

第 19 条 委託先は、本会の許諾を得た場合に限り、委託を受けた特定個人情報等に関するこの規程

に定める事務の全部又は一部を再委託することができるものとする。 

２ 本会は、再委託先の適否の判断のみならず、委託先が再委託先に対しても必要かつ適切な監督を

行っているか否かについても監督する。 

第６章 その他 
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（漏えい事故等への対応） 

第 20条 特定個人情報等の漏えい事故等が発生した場合又はそのおそれが生じた場合は、「事業者に

おける特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応について」（平成 27 年特定個人情報保護

委員会告示第２号）に従い、事実関係の調査、原因の究明、再発防止策の検討及び実施、影響を受

ける可能性のある本人への連絡、特定個人情報保護委員会又は主務大臣等への報告等、適切に対処

するものとする。 

（苦情対応） 

第 21 条 本会は、特定個人情報等の取り扱いに関する苦情があったときは、適切かつ迅速な対応を

努めるものとする。 

（不提供への対応） 

第 22 条 従業者又は第三者が個人番号の提供の要求又は本人確認に応じない場合、その者に対し、

番号法の意義について丁寧に説明を行い、個人番号の提供及び本人確認に応ずるように求めるとと

もに、その経過及び結果を記録するものとする。 

 

附則 

この規程は、平成２９年５月２４日から施行し、平成２９年１月１日から適用する。 


